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緊急雇用創出事業臨時特例基金事業

１ 事 業 費 【財源内訳】 【主な使途】
３，０００，０００ 一般財源 3,000,000 委託料 1,287,625(県 事 業)

（前年度５，０００，０００） ［基金充当事業］ 賃金等（直接実施事業費） 194,500(県 事 業)
負担金、補助及び交付金 1,482,125(市町村事業)

２ 背 景 ・ 現 状
現下の厳しい経済情勢において、企業の雇用調整等による解雇や継続雇用の中止
により、離職を余儀なくされた方の再就職が困難な状況が続いている。

３ 事 業 目 的
離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等の失業者に対して、次の雇用

までの短期の雇用・就業機会を創出・提供する。

○基金総額：９８．６億円（事業期間：平成２１年度～平成２３年度）
※平成２２年度の事業規模：３０．０億円

○３年間の雇用創出目標数：約９，７００人
※平成２２年度の雇用創出目標数：約３，０００人

４ 事 業 概 要
国の緊急雇用創出事業臨時特例交付金を財源として造成した「岐阜県緊急雇用創

出事業臨時特例基金」を活用して次の事業を行う。

（１）委託事業（県事業）
○県が失業者に対する短期の雇用創出事業を民間企業、ＮＰＯ法人等に委託して実施
【具体的な事業例】
・山地防災施設一斉評価事業(林政部)
・ロードリフレッシュ事業(県土整備部)
・ミナモダンス出前教室開催事業(ぎふ清流国体推進局)
・犯罪防止パトロール業務委託事業(県警) など

（２）直接実施事業（県事業）
○県が失業者を直接雇用して事業を実施
【具体的な事業例】
・在住外国人行政相談員設置事業(総合企画部)
・新型インフルエンザ等感染症相談・普及啓発事業(健康福祉部) など

（３）補助事業（市町村事業）
○市町村等が直接又は民間企業等へ委託して行う事業への全額補助

（４）生活・就労相談支援事業（県事業）
○求職者総合支援センター「ジョブライフぎふ」において、岐阜労働局との連携に
より、求職者に対する生活・就労相談から職業紹介までをワンストップで実施

＜実施スキーム＞
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